別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名: 「社会人養成塾」キャリア教育実践事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部　産業技術課　産業人材育成係　電話番号：058-272-1111（内3132）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
　　　　　　　　
	事業費


　要求額：6,613千円（前年度予算額：6,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　若年労働者の早期離職やニート・フリーター層は高い水準で推移しているため、学校教育から社会･職業への円滑な移行に大きな課題があることを示しており、子どもや若年者の社会的･職業的自立に向けたキャリア教育の推進が求められている。
　このため、社会人として、職業人として必要な基本的能力を向上させるべく、高校生及び大学生を対象に実践的なキャリア教育を実施する。
（１）高校生対象事業「社会人講師派遣事業」
　　　社会人講師を先生として授業に招聘し、仕事内容や仕事に必要なスキルを学ぶ。

また、将来の技術・技能者として、技能検定受検等を推進し、技能向上を図るための支援を行う。
　　
（２）大学生対象事業「実践型インターンシップ」

　　　１ヶ月以上の長期のインターンシップを実施し、単なる体験ではなく、実際に任
　　されたプロジェクトを遂行する。
	２　所要経費


（1） 社会人講師派遣事業                　   2,500千円
（2） 実践型インターンシップ                 4,113千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,500

	要求額
	6,613
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,613

	２月1日時点
査定額
	6,613
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,613

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　高校生及び大学生を対象に、実践的なキャリア教育を実施することで、社会人や職業人として必要な基本的能力を向上させます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	社会人講師出前講座

実施回数
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	34回
（H24）
	36回
（H25）
	％


	社会人講師派遣

合同交流会
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	5回
（H24）
	5回
（H25）
	％


	実践型インターンシップ参加者数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	人
（H  ）
	50人
（H25）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 高校生対象事業「社会人講師派遣事業」
・社会人講師出前講座　34講座（16校、のべ621人）を実施予定
・社会人講師派遣合同交流会　5講座（10校、のべ85人）を実施
（２）大学生対象事業「実践型インターンシップ」

　　　・参加者数：（夏休み）30人、（春休み）20人（予定）　　


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・「社会人講師派遣事業」の社会人講師出前講座では、県内高等学校16校で、社会人講師を招いて、実習を伴う授業を行った。社会人講師派遣合同交流会では、国際たくみアカデミーを会場に、5職種について県内工業系高等学校10校から高校生が集まり、社会人講師より実技指導を受け、また、高校生同士の交流を深めた。
・「実践型インターンシップ」については、夏休みに12社・団体において、30人の大学生がインターンシップを行い、自己成長の機会となったことから、参加者の満足度は高い。参加した先輩、友人からの情報により、今後、参加希望者が増えることが見込まれる。実践的なインターンシップを通じ、地域及び地元企業への理解がすすみ、将来の職業選択の選択肢として、県内企業への就職が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・「社会人講師派遣事業」は募集に対し、定数を上回る応募があるなど高等学校からの要望は多い。また、高等学校はより実践的な指導を望んでおり、社会人講師の発掘と、優良講師についての情報共有も必要である。
・「実践型インターンシップ」は、参加学生と受入れ企業とのマッチング及びフォロー体制が事業の要となっている。公共性及び事業効果が高く、必要である事業である一方、民間事業者が有料にて実施できる内容ではないことから、県で取り組む事業として妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・「社会人講師派遣事業」について、高校生、学校、講師ともに満足度は高く、効果的な事業となっている。
・「実践型インターンシップ」の参加学生、受入れ企業両者とも満足度が高く、効果的な事業となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・「社会人講師派遣事業」に関しては、教育委員会と連携し、高等学校の要望に沿う形で講座等を実施しており、効率的に実施している。
・「実践型インターンシップ」に関し、平成24年度の定員は、夏休みと春休みの合計30人であった。夏休みの参加者ですでに30人に達したものの、できるだけ多くの学生に経験してもらうため、春休みにもさらに20人を実施する予定であり、事業を効率的に実施する努力をしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・「社会人派遣事業」に関しては、高等学校からの要望が多いため、将来の技術者の養成に有効な講座を精選する必要がある。
・「実践型インターンシップ」に関しては、モノづくり産業での実践型インターンシップのプログラム開発と、県内大学の在学生の更なる参加意欲喚起が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・「社会人派遣事業」に関しては、より多くの講座が実施できるよう、経費の配分等を最適化し、より効果的に事業を実施する。
・「実践型インターンシップ」に関しては、県内大学との連携、啓発事業を通じた受入れ企業の開拓等を図り、より効果的に事業を実施する。


